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NY マーケットレポート（2020 年 2 月 18 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

主要な米経済指標の結果 

 

2 月ニューヨーク連銀製造業景気指数 12.9（予想 5.0・前回 4.8） 

ニューヨーク連銀製造業景況指数は、市場予想を大幅に上回り、3 ヵ月連続の上昇となり、2019 年 5 月

以来の高水準まで改善した。仕入価格が 25.0（前月 31.5）、雇用が 6.6（9.0）と低下したものの、新規

受注が 22.1（6.6）と 2017 年 9 月以来の高水準、出荷が 18.9（8.6）と 2018 年以来の高水準、在庫が 12.9

（-0.7）と大きく上昇したことが影響した。 

 

データを基に SBILM が作成 
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2 月 NAHB 住宅市場指数 74（予想 75・前回 75） 

NAHB 米住宅市場指数は、市場予想に反して低下となり、2 ヵ月連続の低下となった。ただ、依然として

1999 年以来の高水準近辺にとどまっており、ローン金利の低下などを背景に住宅建設業者の楽観的な見

通しが維持されている。現在の一戸建販売指数、見通し指数、見込み客足指数いずれも 1 ポイントの低

下となった。 

 

データを基に SBILM が作成 
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ナスダックは取引時間中、終値ベースの最高値を更新 

米株式市場は、前日にアップルが新型コロナウイルスの感染拡大の影響で売上高がガイダンスを達成で

きないとの見通しを示すなど、感染拡大の影響が企業業績の悪化につながるとの警戒感を背景に、主要

株価指数は序盤から軟調な動きとなった。その後、終盤にかけて下げ幅を縮小し、ダウ平均は 3 営業日

続落、ナスダックは小幅高となった。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり、一時前週末比 281

ドル安まで下落した。その後は下げ幅を縮小したものの、165 ドル安で終了した。一方、ハイテク株中心

のナスダックは、序盤から軟調な動きとなったものの、終盤にかけてプラス圏まで値を戻し 1 ポイント

高で終了、取引時間中、終値ベースの最高値を更新した。 
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ユーロは対ドルで 2017/4/21 以来の安値を更新 

NY 市場では、序盤に発表された NY 連銀製造業景気指数が 2019 年 5 月以来の高水準まで改善したことが

好感され、ドルは主要通貨に対して堅調な動きとなった。さらに、安寄りして始まった米主要株価指数

が下げ幅を縮小したことや、米 10 年債利回りが 1.539％から 1.574％まで上昇したことも加わり、ドル/

円は 109.94 まで上昇した。しかし、新型コロナウイルスが世界経済の成長を妨げるとの懸念を背景に、

ダウ平均 281 ドル安まで下落するなど、米主要株価指数が軒並み下げ幅を拡大したこともあり、ドル円・

クロス円は軟調な動きとなった。さらに、米 10 年債利回りが 1.538％まで低下したことから、ドル/円は

109.78 まで下落した。ただ、ドルは対ユーロで 2017 年 4 月以来の高値を更新したこともあり、対円でも

底固い動きとなった。ユーロは、ドイツの ZEW 期待指数が予想以上の低下となったことが嫌気されて主

要通貨に対して下落、対ドルで 2017 年 4/21 以来、対円で昨年 10/10 以来の安値を更新した。 

 

出所：総合分析チャート 
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お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい
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